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【機密性2】遅延・混雑対策に係る制度の変遷

1

創設または拡充の内容 背景・目的等

昭和37年 戦後、都市部に人口が流入し、通勤・通学輸送の確保のための抜本的対策として、大量輸
送機関である地下鉄の整備増強を図る必要があった。

昭和47年
勤労者の居住地が地価の高騰等により次第に郊外に拡散。都心と都市周辺部とを結ぶ輸送
需要は量的に増大するとともに長距離化し、大都市のラッシュ時における混雑の緩和が大きな
問題となった。

昭和48年

昭和61年
混雑緩和のための新線建設、複々線化等が行われてきたが、これらの大規模工事は新たな
利用者の獲得にはつながらず、鉄道事業者に大きな負担となっていた。鉄道の計画的かつ着
実な整備を促進するためには、長期・低利の建設資金の調達が必要であった。

平成6年

大都市における通勤・通学の混雑緩和に資する地下鉄の整備について強いニーズがあることを
考慮し、地下鉄整備は公共事業であるとの認識のもと、地下高速鉄道整備事業費補助が公
共事業関係費とされるとともに、第三セクターが補助対象として追加された。
鉄道事業者の負担のさらなる軽減措置を講ずることにより、都市鉄道の輸送力の増強を一層
促進が図られた。

平成8年 効率的な鉄道整備を図ることを目的に、貨物鉄道の旅客線化に対する補助制度が創設され
た。

平成11年 都市の国際競争力の向上や、地域の連携・交流の促進を通じた地域の活性化等の観点から、
空港アクセス鉄道の整備が必要となった。

平成12年
利用者利便の一層の向上や高齢者等の円滑な移動の確保等を図るだけでなく、地域の振興
のための街の活性化や街づくりという観点からの取り組みが重要な課題となった。

平成13年

平成17年 戦後一貫して行われてきた需要対応型の新線建設中心の都市鉄道整備から21世紀の成熟
社会を迎え、既存ストックを活用した利便性向上等の質的充実への転換が図られた。

平成29年 バリアフリー化に加え、個々の駅の特性に応じた駅の容量・空間の質の改善、子育てや地域交
流、観光案内をはじめとする地域住民や観光客の様々なニーズへの対応が必要となった。
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※ 森地茂監修・東京圏鉄道整備研究会編著：東京圏の鉄道のあゆみと未来（運輸政策研究機構2000年）に基づく

譲渡線建設費等利子補給金（P線補助）

ニュータウン鉄道等整備事業費補助
（現：空港アクセス鉄道等整備事業費補助）

特定都市鉄道整備積立金制度

幹線鉄道等活性化事業費補助

鉄道駅総合改善事業費補助

都市鉄道利便増進事業費補助

地下高速鉄道整備事業費補助

★第三セクターを対象に追加

★積立限度額拡大、一部の新線建設を対象に追加

★空港アクセス鉄道を対象に追加、名称変更

★駅空間高度化機能施設の整備等を対象に追加

★平成13年12月以降は新規採択を停止

★租税特別措置法による積立金の法人税優遇措置が廃止



【機密性2】遅延・混雑対策に係る補助制度の概要

名称
（※1） 概要・目的及び対象事業 補助率

（国・地方自治体）

対象事業 対象事業者
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・
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Ｒ
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鉄
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【概要・目的】 地下高速鉄道の整備促進
【対象事業】 新線建設、耐震補強・浸水対策工事、駅の大規模改良工事

（列車運行円滑化）、輸送力増強を目的とする大規模改良工事
対象経費の35％以内 ○ ○ ○ ○ ○

（※4）
○

空
港

ア
ク
セ
ス

【概要・目的】 空港アクセス鉄道及びニュータウン鉄道の整備促進
【対象事業】 新線建設、耐震補強工事及び駅施設の大規模改良

工事（転落防止柵）

○空港アクセス鉄道
対象経費の18％以内

○ニュータウン鉄道
対象経費の15％以内

○ ○
（※2）

○
（※2） ○ ○

幹
線
鉄
道

【概要・目的】 大都市の貨物沿線地域の活性化及び通勤・通学輸送力の確保
【対象事業】 貨物線の旅客線化工事 対象経費の2／10以内 ○ ○

（※3）
○

（※3） ○

駅
総

【概要・目的】 駅改良、バリアフリー施設や観光案内施設整備等、
駅空間の高度化

【対象事業】 駅改良、駅改良と併せて行う駅空間高度化機能施設の 整備等
対象経費の1／3以内 ○ ○ ○ ○

都
市
利
便

【概要・目的】 都市鉄道の速達性の向上及び駅の交通結節機能の高度化
【対象事業】 速達性向上事業・駅施設利用円滑化事業 対象経費の1／3以内 ○ ○ ○ ○ 鉄道運

輸機構

Ｐ
線
補
助

（
注
）

【概要・目的】 都市鉄道の建設促進及び経営の健全化
【対象事業】 地下鉄直通都心部乗り入れ工事、単線区間の複線化工事、

複線区間の複々線化工事、及びニュータウンのための新線建設
工事とする。

予算で定める率（5％）を
超える部分の1／2等 ○ ○ ○ ○

（※5）

2

※1 正式名称は以下のとおり。
地下鉄補助…地下高速鉄道整備事業費補助、空港アクセス…空港アクセス鉄道等整備事業費補助、幹線鉄道…幹線鉄道等活性化事業費補助、
駅総…鉄道駅総合改善事業費補助（次世代ステーション創造事業）、都市利便…都市鉄道利便増進事業費補助、P線補助…譲渡線建設費等利子補給金

※2 接続する既設線の施設の変更であって、新線と一体となって空港アクセス鉄道等としての機能を果たすための工事に限る。
※3 貨物鉄道の旅客線化のための鉄道施設の整備に限る
※4 新線建設は東京メトロ除く
※5 JR除く

〇複々線化や地下鉄以外の線路改良、純粋な駅改良は対象外である。
〇また、鉄道駅総合改善事業費補助を除き、第三セクターの設立が必要となる。

注）平成13年12月以降は新規採択を行わないこととしている。



【機密性2】遅延・混雑対策に係るその他制度の概要

名
称

概要・目的
及び

対象事業
対象事業者 制度の内容
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【概要・目的】
○大規模な輸送力増強工事を促進するため、鉄道

事業者はその工事費用の一部を運賃を通じて利
用者から前払いを受けることにより、鉄道事業者
及び鉄道利用者の負担を平準化・軽減する。

【対象事業】
①新線建設

営業路線における旅客の混雑の緩和又は営業
路線の旅客のうち当該新線を利用する者の所要
輸送時間の短縮に著しい効果を有するもの

②輸送力増強工事
列車の運転回数若しくは連結車両数を増加させ、
又は車両の大型化を図るために行われる工事

【工事費の条件】（以下をいずれも満たす一体的な工事）
〇東京圏は100億円以上、その他の地域に係る工

事には80億円以上
〇申請の前事業年度の旅客運送収入額におおむ

ね等しいか、又はこれを超えるもの

鉄道事業者

①現金の流れ
【運賃改定の特例及び積立金制度】
〇工事期間中から工事費用の一

部を運賃に上乗せし、一旦指定
法人（民協）に積み立てた上で
工事費に充当（自己資金による
工事費調達）
※収支計算は路線全体

＜積立限度額＞
〇認定工事費の1/2（平成16年度

以降は2/5）まで
〇各年度は、当該事業年度の年間旅

客運送収入の10％まで

②会計処理
【税制特例】
〇積立金を準備金として計上し、

工事完成後10年間で取崩し
（課税の繰り延べ）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇

新
線
建
設
に
係
る

加
算
運
賃
制
度

【概要・目的】
〇新規路線の開業等に伴い発生する多額の資本

費を加算運賃収入により回収。
【対象事業】
〇新規開業のための新線建設

鉄道事業者

【運賃改定の特例】
〇加算運賃による回収限度は新線

建設に係る資本費（減価償却
費等）
※基本運賃からも一定額を充当

〇収支計算は新線のみで可能
※工事期間中からの徴収は不可

○

○特定都市鉄道整備積立金制度は、工事費が年間の旅客運送収入と同等かこれを超えるものであることが条件であるため、
駅単独での改良など大規模でない遅延・混雑対策に適用することが困難。

〇新線建設に係る加算運賃制度は新線建設が対象であるため、既存路線の改良による遅延・混雑対策が対象とならない。
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【機密性2】

特定都市鉄道整備積立金制度は、鉄道事業者が運賃に上乗せした資金を特定都市鉄道整備事業に充当することにより、負担を長期にわたり
平準化し及びその負担を軽減することができ、供用開始後における急激な運賃上昇を回避することを目的とするものである。

※丸数字は、手続きの流れを示す。

特定都市鉄道整備積立金

国土交通大臣

工
事
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始
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賃
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賃
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せ
）

監

督
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①
認
定

②
認
可

⑥
認
可

③
積
み
立
て

⑦
完
成
後

準
備
金
取
崩
し

特定都市鉄道整備積立金制度
・特定都市鉄道整備事業の工事費を、あらかじめ運賃に上乗せすること
により、利子のかからない自己資金の充当が可能となる。

⑤
工
事
費

に
充
当

やむを得ない
場合には延長

都市鉄道の
・新線建設工事
・複々線化工事
・大規模改良工事
（規模は前年度旅
客運送収入相当

以上） 等

期間10年

特定都市鉄道
整備事業計画

増収分積立割
合10%以下

上乗せ
運賃

④取り戻し

利子のかからない
自己資金の調達

指定法人
（積立金の管理）

特定都市鉄道整備準備金

積立限度額：認定工事費の1/2

※積立金を会計上準備金として
積み立て、完成後取崩し

○

特定都市鉄道整備工事概略図(29.7現在)

逆井

六実

新鎌ヶ谷

蒲田

横浜

大岡山多摩川

二子玉川

溝の口

和泉多摩川

東北沢

吉祥寺

新 宿

渋谷

目黒
品川

東京 船橋

馬込沢

柏

北千住

竹ノ塚

北越谷

曳舟

押上

春日部

岩槻

大宮

小川町

森林公園

石神井公園

新桜台

池袋練馬
桜台

日吉

京王八王子

目黒線目黒～多摩川間改良
工事及び東横線多摩川～日
吉間複々線化工事大井町線大井町～二子玉川間

改良工事及び田園都市線二子
玉川～溝の口間複々線化工事

東上線輸送力増強工事

伊勢崎線11号線
直通化工事

野田線複線化工事

東横線渋谷～横浜間
改良工事

○凡 例

※朱書きの事業は工事実施中

東武東上線

東武野田線

東武伊勢崎線

西武池袋線

小田急小田原線

京王線

東急東横線

東急大井町線
大井町

成増

川越
市

（新信号所）

東急田園都市線

小田原線東北沢～
和泉多摩川間
複々線化工事

伊勢崎線竹ノ塚～北越谷間
複々線化工事及び北千住駅
改良工事

上野

赤
羽

複々線化工事

複線化工事

改良工事等

昭和62年認定工事

平成 7年認定工事

平成17年認定工事

京王井の頭線

井の頭線車両大型化工事

京王線長編成化工事

池袋線桜台（新桜台）～石神井
公園間複々線化工事

梅ヶ丘～東北沢間地下化

和光市

東急目黒線

特定都市鉄道整備積立金制度の概要
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【機密性2】

①供用開始後の巨額の減価償却費を、準備金取崩しにより圧縮し、長期にわたり負担を平準化する。

特定都市鉄道整備積立金制度のねらい

工事開始前の
運賃

100円

借入金

工事中の
運賃

供用開始後の
運賃

供用開始後加算分

借入金金利分

減価償却費

200円

工事開始前の
運賃

100円 供用開始後の
運賃

150円

借入金

工事中の
運賃

準備金を取崩し（※2）

減価償却費を圧縮
借入金の圧縮

により借入利息を圧縮

※1 運賃収入から積み立てた準備金は損金として費用に計上される。積立額の上限は、各事業年度においては当該事業年度の年間旅客運送収入に対して1/10まで、且つ工事期間中の総額は工事費に対して1/2まで。
※2 供用開始後、取り崩した準備金は1/10ずつ、10年間にわたって益金に算入される。

借入金だけで工事をした場合に比べ、
準備金取崩による減価償却費の
相殺や借入利息の圧縮等により、

急激な運賃上昇を回避

特定都市鉄道整備積立金制度のねらい

運賃収入の一部を
工事費に充当し、

借入金を圧縮

5

工事開始

借入金だけで工事をした場合、
減価償却費や借入金金利等により

運賃が急激に上昇

供用開始 工事開始 供用開始

②借入金の圧縮による借入利息の圧縮により、運賃を通じて利用者の負担も軽減する。

③準備金とその利息に対する課税の繰り延べ効果（H17年度に準備金の損金算入が廃止）により、
運賃を通じて利用者の負担も軽減する。

準備金（※1）の損金
計上による法人税の
課税繰り延べ効果

制度を活用しない場合 制度を活用する場合

工事期間は原則10年 取崩期間は原則10年



【機密性2】
特定都市鉄道整備積立金制度に係る加算運賃の設定状況

（注） 京王Ｓ62年認定工事（京王線長編成化工事、井の頭線車両大型化工事）、東武Ｈ７年認定工事（伊勢崎線・11号線（半蔵門線）直通化工事等）
及び東急Ｈ17年認定工事（東横線渋谷～横浜間改良工事）については、運賃改定時の加算運賃の設定は行っていない。

東武 小田急

伊勢崎線 池袋線 西武有楽町線 小田原線 東横線 目蒲線 田園都市線

区間 北千住～北越谷 池袋～石神井公園 練馬～新桜台 新宿～和泉多摩川 渋谷～日吉 目黒～多摩川園 渋谷～溝の口

認定年 Ｓ６２ Ｓ６２ Ｓ６２ Ｓ６２ Ｓ６２ Ｓ６２ Ｈ７

工事内容
竹の塚～北越谷間
複々線化
北千住駅改良

小田原線東北沢～和
泉多摩川間複々線化
梅ヶ丘～東北沢間地
下化

東横線多摩川～日吉
間複々線化

目黒線目黒～多摩川
間改良

大井町線大井町～二
子玉川間改良
田園都市線二子玉川
～溝の口間複々線化

営業キロ １８．９km １０．６km １．４km １４．４km １３．６km ７．５km １１．４km

認定工事費 840億円 2,563億円 1,400億円

積立割合
（積立金額）

40.7％
（342億円）

18.3％
（470億円）

13.5％
（189億円）

運賃改定率 12.9% 8.5% 8.5% 12.4% 9.8% 9.8% 19.2%

加算設定期間 S63.5～H9.12 S63.5～H9.12 S63.5～H9.12 S63.5～H9.12 S63.5～H9.12 S63.5～H9.12 H9.12～H17.3

特別加算額 10円 10円 10円 10円 10円 10円 10円

池袋線桜台（新桜台）～石神井公園間複々
線化

西武 東急

会社区分

925億円 2,108億円

30.7％
（284億円）

25.2％
（531億円）

6

〇特々制度の活用実績のうち、路線全体の運賃改定とあわせて特定区間への加算（以下「特別加算」）を行ったものは
以下のとおり。

〇特別加算とは、路線全体の収支計算による運賃改定（上限認可）の中で、特定区間を他区間より加算しているもので
あり、新線加算のように特定の路線で収支計算を行うものではない。


Sheet1



				特定都市整備事業計画に係る加算運賃 トクテイトシ セイビ ジギョウ ケイカク カカ カサン ウンチン

				会社区分 カイシャ クブン		東武 トウブ		西武 セイブ				小田急 オダキュウ		東急 トウキュウ

						伊勢崎線 イセザキ セン		池袋線 イケブクロ セン		西武有楽町線 セイブ ユウラクチョウ セン		小田原線 オダワラ セン		東横線 トウヨコ セン		目蒲線 メカマ セン		田園都市線 デンエン トシ セン

				区間 クカン		北千住～北越谷 キタセンジュ キタコシガヤ		池袋～石神井公園 イケブクロ シャクジイ コウエン		練馬～新桜台 ネリマ シンサクラダイ		新宿～和泉多摩川 シンジュク イズミ タマガワ		渋谷～日吉 シブヤ ヒヨシ		目黒～多摩川園 メグロ タマガワ エン		渋谷～溝の口 シブヤ ミゾ クチ

				認定年 ニンテイ ネン		Ｓ６２		Ｓ６２		Ｓ６２		Ｓ６２		Ｓ６２		Ｓ６２		Ｈ７

				工事内容 コウジ ナイヨウ		竹の塚～北越谷間複々線化
北千住駅改良 タケ ツカ キタコシガヤ カン フクフクセンカ キタセンジュエキ カイリョウ		池袋線桜台（新桜台）～石神井公園間複々線化				小田原線東北沢～和泉多摩川間複々線化
梅ヶ丘～東北沢間地下化		東横線多摩川～日吉間複々線化		目黒線目黒～多摩川間改良		大井町線大井町～二子玉川間改良
田園都市線二子玉川～溝の口間複々線化

				営業キロ エイギョウ		１８．９km		１０．６km		１．４km		１４．４km		１３．６km		７．５km		１１．４km

				認定工事費 ニンテイ コウジヒ		840億円 オクエン		925億円 オクエン				2,563億円 オクエン		2,108億円 オクエン				1,400億円 オクエン

				積立割合
（積立金額） ツミタテ ワリアイ ツミタテ キンガク		40.7％
（342億円） オクエン		30.7％
（284億円） オクエン				18.3％
（470億円） オクエン		25.2％
（531億円） オクエン				13.5％
（189億円） オクエン

				運賃改定率 ウンチン カイテイ リツ		12.9%		8.5%		8.5%		12.4%		9.8%		9.8%		19.2%

				加算設定期間 カサン セッテイ キカン		S63.5～H9.12		S63.5～H9.12		S63.5～H9.12		S63.5～H9.12		S63.5～H9.12		S63.5～H9.12		H9.12～H17.3

				特別加算額 トクベツ カサンガク		10円 エン		10円 エン		10円 エン		10円 エン		10円 エン		10円 エン		10円 エン



				（注）京王Ｓ62年認定工事（京王線長編成化工事、井の頭線車両大型化工事）、東武Ｈ７年認定工事（伊勢崎線・11号線（半蔵門線）直通化工事等）及び東急Ｈ17年認定工事（東横線渋谷～横浜間改良工事）については、加算運賃の設定は行っていない。 チュウ ケイオウ ネン ニンテイ コウジ トウブ ネン ニンテイ コウジ ゴウセン ハンゾウモン セン トウ オヨ トウキュウ ネン ニンテイ コウジ カサン ウンチン セッテイ オコナ
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【機密性2】

7

○特定都市鉄道整備積立金制度の適用となる工事費は、東京圏においては100億円以上、その他の地域においては80
億円を超えるものであるほか、当該事業者の年間旅客運送収入と概ね同等か、それ以上であることが必要。

〇事業規模によるが、複々線化のような大規模工事においても、年間旅客運送収入が工事費を上回る場合、本制度は
適用できない。

特定都市鉄道整備積立金制度を今後の遅延・混雑対策に
活用する上での課題①（対象となる工事費）

JR中央線
立川～三鷹間複々線化
3,600億円

京王
笹塚～調布間複々線化
1,695億円

小田急
登戸～新百合ヶ丘間
複々線化 1,493億円

東急
溝の口～鷺沼間複々線化
800億円

各社旅客運送収入と複々線化工事費の比較

大手民鉄（関東9社）[億円]

大手民鉄（西日本7社）[億円]

（参考）大手民鉄の旅客運送収入の推移
東武 竹ノ塚～北越谷間複々線化工事及び

北千住駅改良工事 840億円

西武 桜台（新桜台）～石神井公園間複々線化工事
925億円

京王 京王線長編成化、井の頭線車両大型化
632億円

小田急 東北沢～和泉多摩川間複々線化工事
2,563億円

東急 目黒線目黒～多摩川間改良工事及び
東横線多摩川～日吉間複々線化工事
2,108億円



【機密性2】

■前提条件（共通）
・総事業費：1,000億円
・積立期間：10年
・取崩期間：10年
・積立限度額：総事業費の50％
・減価償却費：25億円（40年100％償却）
・受取利息：0.001％(みずほ銀行 普通預金金利)
・償還方法：3年据置10年元本均等償還

■前提条件（個別）

※2：みずほ銀行 当該年度の長期プライムレートの平均値
※3：みずほ銀行 直近の長期プライムレート 8

シナリオ 1986年 2005年 2017年
借入金利 6.500%（※2） 1.650%（※2） 1.000%（※3）

法人税率 52.92% 39.54% 30.0%

（※1）平成17年度税制改正要綱

特定都市鉄道整備積立金制度を今後の遅延・混雑対策に
活用する上での課題②（借入利息の圧縮効果）

金利（長期プライムレート）の推移

○特定都市鉄道整備積立金制度が創設された1986年当時より、借入金利、法人税率共に低下しているため、制度創設
当時と比較すると、工事期間中の運賃収入の積立による借入金の圧縮、及び課税繰り延べによる借入利息の圧縮効果
は縮小されている。

○特定都市鉄道整備積立金制度における積立金の法人税非課税措置が平成17年度に廃止（※1）されたため、現在は
仮に特定都市鉄道整備積立金制度を活用したとしても課税の繰り延べ効果は得られない。

1986年 2005年 2017年

運賃収入の積立による
借入利息の圧縮効果

119億円 課税繰り延べによる
借入利息の圧縮効果

125億円

借入利息の累積額の比較

運賃収入の積立による
借入利息の圧縮効果

39億円 課税繰り延べによる
借入利息の圧縮効果

26億円

運賃収入の積立による
借入利息の圧縮効果

24億円 課税繰り延べによる
借入利息の圧縮効果

11億円



【機密性2】
新線建設に係る加算運賃制度の概要

運
営
費

資
本
費

基
本
運
賃
収
入

加
算
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収
入

人
件
費
・経
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・修
繕
費
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価
償
却
費
・事
業
報
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■加算期間
新線区間の供用開始から、加算運賃収入と基本運賃収入の一定額の
充当により資本費の回収が完了するまで

■加算運賃の対象者 新線区間の利用者

◎ 新線開業に伴う多額の償却費等の費用増加に対応するため、当該路線の利用者に
対して基本運賃に加えて追加負担を求めることを目的として、現行の基本運賃の
上限額に「加算」するかたちで設定される上限運賃

（上限の範囲内で実施運賃を設定→減額は届出、廃止は報告→減額後の再増額は不可）

■加算運賃設定時の審査（鉄道事業法に基づく上限認可）
○ 加算対象路線に特化して審査
○ 具体的には、基本運賃収入に加算運賃収入を加えた新線の総収入
が、人件費、経費、修繕費、減価償却費、事業報酬等の新線に係る総
括原価を超えないことを確認 （全体路線審査、ヤードスティック方式は行わない）

■協議等
運輸審議会への説明、消費者庁への協議

■目的・効果
○ 多額の償却費負担等が経営に与える影響を緩和
→収支改善効果、新線整備投資へのインセンティブ効果

○ 受益者と他の利用者との負担の公平性の確保
→ 路線全体の運賃値上げ回避、路線全体のサービス向上

加算期間の考え方

新線に係る
総括原価

新線に係る
総収入

基
本
運
賃
収
入
の
一
部
と
加
算
運
賃
収
入
に
よ
る
資
本
費
回
収
ま
で
設
定
可
能

■基本運賃収入からの回収額
基本運賃収入等で路線全体の運営がなされている中で生み出された利益についても、当該投下資本による寄
与があり回収に充当されているとの考え方に立って、鉄道事業の最終利益から基本運賃収入の全線に占める
加算区間の割合により按分して算出した加算区間部分の額を、基本運賃収入からの回収額とする。 9



【機密性2】新線建設に係る加算運賃の設定状況

資本費
回収率(H28)

8.8% 72.1% 90.6%
15.2%

71% 18% 7.1% 44% 16.1% 31.8% 17.7%

47.4% 22.3% 6.4% 29% 46.8% 10.4%17.8%81.5% 43.9%資本費
回収率(H28)

      会社 

区分 

京   成 京  王 相  鉄 京  急 名   鉄 京  阪 

東成田線 空港線 相模原線 いずみ野線 空港線 知多新線 羽島線 豊田線 空港線 鴨東線 中之島線 

 

新線区間 

 

京成成田 

～ 

東成田 

京成成田 

～ 

成田空港 

京王多摩川 

～ 

橋本 

二俣川 

～ 

いずみ中央 

いずみ中央 

～ 

湘南台 

天空橋 

～ 

羽田空港 

富 貴 

～ 

内 海 

新羽島 

～ 

江吉良 

赤池 

～ 

梅坪 

常滑 

～ 

中部国際空港 

三条 

～ 

出町柳 

大江橋 

～ 

中之島 

営業キロ ７．１ ８．１ ２１．４ ８．２ ３．１ ３．２ １３．９ １．３ １５．２ ４．２ ２．３ １．４ 

当初設定時期 Ｓ５３．５ Ｈ３．３ Ｓ５４．１ Ｓ５１．４ Ｈ１１．３ Ｈ１０．１１ Ｓ４９．６ Ｓ５７.１２ Ｓ５４.７ Ｈ１７．１ Ｈ１．１０ Ｈ２０．１０ 

現  行 

加算運賃 

（円） 

 

 

 

７０ 

 

 

 

 

 

１４０ 8 ｷﾛまで   10 

9～13 ｷﾛ  20 

14～16 ｷﾛ 40 

17～19 ｷﾛ 60 

20～22 ｷﾛ 80 

 

6 ｷﾛまで 20 

7～9 ｷﾛ 40 

 

３０ １７０ 3 ｷﾛまで  20 

4～6 ｷﾛ  30 

7～9 ｷﾛ   40 

10～12 ｷﾛ 50 

13～15 ｷﾛ 60 

16～18 ｷﾛ 70 

３０ 3 ｷﾛまで  20 

4～7 ｷﾛ  30 

8～11 ｷﾛ  40 

12～15 ｷﾛ 50 

16～18 ｷﾛ 60 

 

2 ｷﾛまで  30 

3 ｷﾛ      50 

4～5 ｷﾛ   80 

 

６０ ６０ 

 

      会社 

区分 

近 鉄 南  海 阪 神 ＪＲ北海道 ＪＲ西日本 ＪＲ九州 泉北高速鉄道 

鳥羽線 けいはんな線 空港線 阪神なんば線 千歳線 関西空港線 宮崎空港線 泉北高速線 

 

新線区間 

 

宇治山田 

～ 

鳥羽 

長田 

～ 

生駒 

生駒 

～ 

学研奈良登美ヶ丘 

泉佐野 

～ 

関西空港 

西九条 

～ 

大阪難波 

南千歳 

～ 

新千歳空港 

日根野 

～ 

関西空港 

田吉 

～ 

宮崎空港 

光明池 

～ 

和泉中央 

営業キロ １３．２ １０．２ ８．６ ８．８ ３．８ ２．６ １１．１ １．４ ２．２ 

当初設定時期 Ｓ４５．３ Ｓ６１．１０ Ｈ１８．３ Ｈ６．６ Ｈ２１．３ Ｈ４．７ Ｈ６．６ Ｈ８．７ Ｈ７．４ 

現  行 

加算運賃 

（円） 

 

 

 

6 ｷﾛまで   10 

7～12 ｷﾛ  20 

13～14 ｷﾛ  30 

 

3 ｷﾛまで    40 

4～6 ｷﾛ    60 

7～10 ｷﾛ   70 

11～14 ｷﾛ  90 

15～18 ｷﾛ 110 

19 ｷﾛ    130 

3 ｷﾛまで  120 

4～7 ｷﾛ  170 

8～１１ｷﾛ  230 

 

4 ｷﾛまで  60 

5 ｷﾛ～  90 

 

１４０ 日根野・りんくうタウン 

１５０ 

りんくうタウン・関西空港 

     １７０ 

日根野・関西空港  

２２０ 

１２０ ２０ 
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		      会社

区分

		京　　　成

		京　　王

		相　　鉄

		京　　急

		名　　　鉄

		京  阪



		

		東成田線

		空港線

		相模原線

		いずみ野線

		空港線

		知多新線

		羽島線

		豊田線

		空港線

		鴨東線

		中之島線



		

新線区間



		京成成田

～

東成田

		京成成田

～

成田空港

		京王多摩川

～

橋本

		二俣川

～

いずみ中央

		いずみ中央

～

湘南台

		天空橋

～

羽田空港

		富　貴

～

内　海

		新羽島

～

江吉良

		赤池

～

梅坪

		常滑

～

中部国際空港

		三条

～

出町柳

		大江橋

～

中之島



		営業キロ

		７．１

		８．１

		２１．４

		８．２

		３．１

		３．２

		１３．９

		１．３

		１５．２

		４．２

		２．３

		１．４



		当初設定時期

		Ｓ５３．５

		Ｈ３．３

		Ｓ５４．１

		Ｓ５１．４

		Ｈ１１．３

		Ｈ１０．１１

		Ｓ４９．６

		Ｓ５７.１２

		Ｓ５４.７

		Ｈ１７．１

		Ｈ１．１０

		Ｈ２０．１０



		現　　行

加算運賃

（円）







		７０











		１４０

		8ｷﾛまで   10

9～13ｷﾛ  20

14～16ｷﾛ 40

17～19ｷﾛ 60

20～22ｷﾛ 80



		6ｷﾛまで 20

7～9ｷﾛ40



		３０

		１７０

		3ｷﾛまで 　20

4～6ｷﾛ 　30

7～9ｷﾛ   40

10～12ｷﾛ 50

13～15ｷﾛ 60

16～18ｷﾛ 70

		３０

		3ｷﾛまで 　20

4～7ｷﾛ 　30

8～11ｷﾛ  40

12～15ｷﾛ 50

16～18ｷﾛ 60



		2ｷﾛまで  30

3ｷﾛ      50

4～5ｷﾛ  　80



		６０

		６０








		      会社

区分

		近　鉄

		南  海

		阪　神

		ＪＲ北海道

		ＪＲ西日本

		ＪＲ九州

		泉北高速鉄道



		

		鳥羽線

		けいはんな線

		空港線

		阪神なんば線

		千歳線

		関西空港線

		宮崎空港線

		泉北高速線



		

新線区間



		宇治山田

～

鳥羽

		長田

～

生駒

		生駒

～

学研奈良登美ヶ丘

		泉佐野

～

関西空港

		西九条

～

大阪難波

		南千歳

～

新千歳空港

		日根野

～

関西空港

		田吉

～

宮崎空港

		光明池

～

和泉中央



		営業キロ

		１３．２

		１０．２

		８．６

		８．８

		３．８

		２．６

		１１．１

		１．４

		２．２



		当初設定時期

		Ｓ４５．３

		Ｓ６１．１０

		Ｈ１８．３

		Ｈ６．６

		Ｈ２１．３

		Ｈ４．７

		Ｈ６．６

		Ｈ８．７

		Ｈ７．４



		現　　行

加算運賃

（円）







		6ｷﾛまで   10

7～12ｷﾛ  20

13～14ｷﾛ  30



		3ｷﾛまで    40

4～6ｷﾛ    60

7～10ｷﾛ   70

11～14ｷﾛ  90

15～18ｷﾛ 110

19ｷﾛ    130

		3ｷﾛまで  120

4～7ｷﾛ  170

8～１１ｷﾛ  230



		4ｷﾛまで  60

5ｷﾛ～  90



		１４０

		日根野・りんくうタウン

１５０

りんくうタウン・関西空港

　　　　　１７０

日根野・関西空港 

２２０

		１２０

		２０









【機密性2】参照条文特定都市鉄道整備促進特別措置法（昭和61年法律第42号）ー抄ー

（定義）
第２条 この法律において「都市鉄道」とは、大都市圏（都市機能の維持及び増進を図るため、鉄道の輸送力を増強することが特に必要

な大都市及びその周辺の地域であつて、政令で定めるものをいう。）における旅客輸送の用に供する鉄道（軌道を除く。）をいう。
２ この法律において「特定都市鉄道工事」とは、都市鉄道に係る施設の一体的かつ大規模な建設又は改良に関する工事であつて、次

の各号に適合するものをいう。
一 都市鉄道の新線を建設する工事であつて当該新線を建設する鉄道事業者（鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号。以
下「法」という。）第二条第二項に規定する第一種鉄道事業（以下「鉄道事業」という。）を営む者をいう。以下同じ。）が営業する既
設の鉄道の路線の利用者の利便の向上に著しい効果を有するものとして政令で定める工事、都市鉄道に係る複線である本線路を四
線以上とする工事その他都市鉄道の輸送力の増強に著しい効果を有する政令で定める工事であること。
二 当該工事に係る次項に規定する工事費が政令で定める金額以上であること。

３ この法律において「工事費」とは、都市鉄道に係る線路、停車場、車両その他の国土交通省令で定める施設の建設、改良若しくは取
得又はこれらの施設に係る用地の取得に要する費用であつて、国土交通省令で定めるところにより算定した金額をいう。

（認定事業者の運賃の上限）
第５条 国土交通大臣は、整備事業計画の期間に係る認定事業者の運賃の上限について、法第十六条第一項の規定による認可を行

うときは、認定事業者が整備事業計画に記載された特定都市鉄道工事の工事費の支出に充てる資金の一部を整備事業計画の期間
内における鉄道事業に係る旅客運送収入により確保できるよう配慮するものとする。

２ 国土交通大臣は、第八条第二項の規定による特定都市鉄道整備準備金の取崩しの開始後の期間に係る認定事業者の運賃の上
限について、法第十六条第一項の規定による認可を行うときは、当該取崩しにより鉄道利用者の負担が緩和されることとなるよう配慮す
るものとする。

（特定都市鉄道整備積立金の積立て）
第６条 認定事業者は、整備事業計画に記載された特定都市鉄道工事の工事費の支出に充てるため、整備事業計画の期間内の日の

属する各事業年度（整備事業計画の期間の開始の日から起算して十年を経過する日の属する事業年度の翌事業年度以後の各事
業年度その他政令で定めるものを除く。）について、当該事業年度の鉄道事業に係る旅客運送収入に、整備事業計画に記載された
積立割合を乗じて得た金額（国土交通省令で定める事業年度にあつては、その金額の範囲内において国土交通省令で定めるところに
より算定される金額）を特定都市鉄道整備積立金として積み立てなければならない。

２ 特定都市鉄道整備積立金の積立ては、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣が指定する法人（以下「指定法人」とい
う。）にしなければならない。

３ 特定都市鉄道整備積立金は、指定法人が管理する。
４ 指定法人は、国土交通省令で定めるところにより、特定都市鉄道整備積立金に利息を付さなければならない。 11



【機密性2】参照条文
（特定都市鉄道工事の工事の種類）
第２条 法第二条第二項第一号の都市鉄道の新線を建設する工事であつて当該新線を建設する鉄道事業者が営業する既設の鉄道

の路線（以下「営業路線」という。）の利用者の利便の向上に著しい効果を有するものとして政令で定める工事は、次に掲げる都市鉄
道の新線を建設する工事であつて、営業路線における旅客の混雑の緩和又は営業路線の旅客のうち当該新線を利用する者の所要輸
送時間の短縮に著しい効果を有するものとする。
一 営業路線を大都市の都心部に延長するための都市鉄道の新線
二 営業路線から分岐して大都市の都心部と連絡するための都市鉄道の新線
三 大都市の都心部と連絡する既設の鉄道の路線と営業路線とを直接又は間接に接続するための都市鉄道の新線
四 営業路線の全部又は一部の区間に接近し、又は並行する都市鉄道の新線

２ 法第二条第二項第一号の都市鉄道の輸送力の増強に著しい効果を有する政令で定める工事は、列車の運転回数若しくは連結車
両数を増加させ、又は車両の大型化を図るために行われる工事であつて、次に掲げるものとする。
一 単線である本線路を複線とする工事
二 軌道及び路盤を強化し、又は軌間若しくは線路中心線を変更する工事その他の本線路を改良する工事
三 乗降場を増設し、又は延伸する工事その他の停車場を改良する工事
四 車庫若しくは変電所を建設し、若しくは改良する工事又は車両の取得

（特定都市鉄道工事の工事費の金額）
第３条 法第二条第二項第二号の政令で定める金額は、別表の東京圏の地域に係る工事にあつては百億円とし、その他の地域に係る

工事にあつては八十億円とする。

（特定都市鉄道整備積立金として積み立てる割合の限度）
第４条 法第三条第二項第五号（同条第六項において準用する場合を含む。）の政令で定める割合は、百分の十（同条第一項又は

第五項の規定による認定の申請に係る特定都市鉄道整備事業計画について、その実施に伴う鉄道利用者の負担の平準化を考慮し
て国土交通省令で定めるところにより算定される割合が百分の十未満である場合には、当該算定される割合）とする。

２ 前項に規定する特定都市鉄道整備事業計画の期間（当該特定都市鉄道整備事業計画の期間の開始の日から起算して十年を経
過する日の翌日以後の期間を除く。以下同じ。）が他の法第三条第一項の規定による認定を受けた特定都市鉄道整備事業計画
（同条第五項の規定による変更の認定があつたときは、その変更後のもの。以下「整備事業計画」という。）の期間と重複する場合にお
けるその重複する期間に係る法第六条第一項の規定により特定都市鉄道整備積立金として積み立てる割合（以下「積立割合」とい
う。）についての前項の規定の適用については、同項中「百分の十」とあるのは、「百分の十から他の整備事業計画に記載された積立割
合（他の整備事業計画が二以上ある場合には、それぞれに記載された積立割合の合計割合）を減じて得た割合」とする。

12

特定都市鉄道整備促進特別措置法施行令
（昭和六十一年政令第二百六十五号）ー抄ー
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